
◎会社の体制 

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務なら

びに当社およびその子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という。）の業務の適正を確保す

るための体制 

 

 当社グループは、グループ経営という視点で内部統制システムの整備をすすめ、健全で透明性が高い、

効率的な経営を推進する。 

 

①取締役の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

・取締役は役員規程およびグループ行動規範に従い、適法かつ適正に職務を遂行する。 

・取締役会は原則として年10回開催し、取締役の職務執行状況を監督する。 

・監査役は監査役会規則にもとづき、独立した立場から取締役および執行役員の職務執行を監査する。 

・独立性の高い複数の社外取締役および社外監査役を選任し、経営の客観性・透明性の一層の向上を

はかる。 

・委員３名以上、原則としてそのうち社外取締役２名以上で構成される指名・報酬委員会を設置し、

取締役・役付執行役員の指名および取締役・執行役員の報酬の決定に係る透明性と客観性を高める。 

・共創サステナビリティ経営を推進することを目的に、取締役会の諮問機関としてサステナビリティ

委員会を設置する。 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理 

・文書管理規程を整備し、取締役会議事録等の取締役の職務の執行に係る重要な文書の管理をおこな

う。 

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・環境・社会貢献推進分科会ならびに広報IR委員会、内部統制委員会、情報セキュリティ委員会、安

全管理委員会、インサイダー取引防止委員会により、経営上の高リスク分野の管理水準の向上を図

るとともに、代表取締役を長とするサステナビリティ委員会（環境・社会貢献推進分科会を監督）、

コンプライアンス推進会議（５委員会を監督）を通じて、当社グループ全体のリスク管理をおこな

う。 

・内部統制の推進を総務部と監査部が連携しておこない、グループ各社の業務内容、想定されるリス

クとその対応策の文書化・モニタリングなどを通じて、経営上のリスクの最小化を推進する。 

④当社グループの取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制 

・当社グループ決裁規程により、当社グループの取締役および執行役員としての職務権限を明確にす

るとともに、効率的かつ迅速な職務執行をおこなう。 

⑤財務報告の適正性を確保するための体制 

・適正な財務報告を確保するための全社的な方針や手続きを示すとともに、適切な整備と運用をおこ

なう。 

・財務報告の重要な事項に不適正な記載が発生するリスクへの評価およびリスク低減に向けた体制づ

くりをすすめる。 

・財務報告に係る内部統制に関するモニタリングの体制を適切に整備し、運用状況の確認をおこなう。 

⑥子会社の取締役および当社グループの使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制 

・グループ行動規範の周知徹底をはかり、当社グループとして高い倫理観にもとづく健全な企業活動

を推進する。 

・当社グループ全体で法令およびグループ内規程の順守を徹底するため、各種マニュアルの整備をお

こない、教育を推進する。 

・社外の弁護士にも直接通報できるマルイグループホットライン（内部通報制度）を設け、問題発生

の未然防止と早期発見をはかる。 



・内部監査をおこない職務執行の内部統制状況を把握することにより、法令・社内規程の順守をはか

る。 

⑦その他当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

・内部統制システムとしてグループ各社で文書化した内容の継続的な見直しをおこなう。 

・サステナビリティ委員会、コンプライアンス推進会議、および１分科会、５委員会を通して、グル

ープ各社の最新の統制状況を確認し適切な体制確保につとめる。 

・当社グループ決裁規程により、子会社における重要な決議事項の当社への報告体制を定める。 

・グループ各社の監査役と内部監査部門の連携を深め、適正な取引、会計処理をおこなうための監査

体制づくりをすすめる。 

・社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力などからの不当な要求には一切応じることなく、関

係遮断をおこなうとともに、警察・弁護士などの外部専門機関との連携を強化し、反社会的勢力排

除のための体制整備をすすめる。 

⑧監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当

該使用人の取締役からの独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

・監査役の要請にもとづき、その職務を執行するために必要な知識・能力を有した監査役スタッフを

配置する。 

・監査役は、監査役スタッフに監査業務の補助をおこなうよう指示ができるものとし、その指示につ

いては取締役からの指揮を受けない。 

⑨当社グループの取締役および使用人等が当社の監査役に報告するための体制、報告をした者が当該報

告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

・内部監査体制の充実をはかり、監査役へのサポート機能を強化する。 

・グループ各社の取締役および従業員等は、不正行為、当社グループに著しい損害をおよぼすおそれ

のある事実、法令・定款に反する行為などを知ったときは、直ちに監査役に報告する。 

・監査役への報告を理由とした不利益な取扱いが生じていないことの確認をおこなう。 

⑩監査役の職務執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

・監査役がその職務の執行について費用等の請求をしたときは、当該費用が必要でないと認められる

場合を除きその費用を負担する。 

⑪その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

・取締役会は監査役の職務がスムーズに遂行できるよう、その要請に対して真摯に協力する。 

・代表取締役と監査役との定例会議を開催し、職務執行状況の相互確認をおこなう。 

・監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会の他に必要に応じ

て経営上の重要会議に出席できる。 

・監査役は、必要に応じて取締役および従業員から報告・情報の提供を受け、資料や記録の閲覧をお

こなうことができる。 

・主要な子会社の監査役を当社監査役が兼務することにより、情報共有と職務執行状況の確認を的確

におこなう。 

 

 


